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Ⅱ-５ 

厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 
分担研究報告書 

てんかんの地域診療連携体制推進のためのてんかん診療拠点病院運用ガイドラインに関する研究  

 

拠点病院調査：自治医科大学てんかんセンターと栃木県のてんかん診療連携 

 
研究分担者：川合 謙介   自治医科大学脳神経外科・てんかんセンター 

研究協力者：大谷 啓介   自治医科大学脳神経外科・てんかんセンター   
 

研究要旨 自治医科大学てんかんセンターと栃木県のてんかん診療連携 

栃木県の拠点病院では、長時間ビデオ脳波や手術など専門的診療の件数が増加し、てん

かん関連診療指標が増加したが、逆紹介は増加せず、患者の循環促進が今後の課題であ

ることが示された。全国のへき地診療調査では、診療内容よりも連携整備が課題である

ことが示された。また、拠点施設の診療活動や連携活動、啓発活動に対する新型コロナ

ウィルス感染症の抑制的な影響は限定的であった。 

 
Ａ.研究目的  

栃木県のてんかん診療拠点病院である自治医科

大学附属病院におけるてんかん関連診療指標の変

化を分析するとともに、拠点病院運用の上での課題

を抽出する。非都市部のてんかん診療の実態を把握

し、連携体制構築の課題を明らかにする。 

Ｂ.研究方法 

栃木県における連携推進事業の開始（2015 年度）

以降の自治医科大学におけるてんかん関連診療指

標データを分析する。自治医大卒業生を対象とした

アンケートによるへき地におけるてんかん診療の

実態調査を施行した。 

Ｃ.研究結果 

 まず、2015 年と 2019年の比較では、てんかんま

たはてんかん疑いの初診患者数は 212 人から 224 

人に、紹介は 476 人から 527 人に、入院は 84 人

から 214 人に増加した。逆紹介は 722 人から 525

人に減少していた。長時間ビデオ脳波検査は、2015

年度以前は年間 10 件前後だったが、2017 年は 85

件、2018 年は 76 件であった。2015年以前の手術件

数は 10 件未満であったが、2018 年度は 30 件に増

加し、焦点切除術の他、脳梁離断術、迷走神経刺激

装置植込術等が増えた。 

 2020 年度は、新型コロナウィルス感染症蔓延下

での栃木県におけるてんかん連携診療拠点の活動

を検討した。初診患者数の減少があったが、入院件

数、長時間ビデオ脳波件数、手術件数については前

年レベルで、影響は限定的であり、連携活動や啓発

活動についても Web 会議等の利用により十分対応

可能であった。 

 自治医大卒業生を対象にしたへき地のてんかん

診療実態調査では、診療内容はガイドライン等の有

効利用により都市部と変わらないが、てんかんセン

ターへの紹介など連携が不十分であることが明ら

かとなった。 

Ｄ.考察 

 連携事業により、診療拠点ではてんかん関連患者

が増加し、特に入院患者数の増加が顕著となった。

長時間ビデオ脳波や手術治療など専門的診療の増

加がその背景にある。 

 一方、全国的にはへき地における診療医の側から

は、専門診療が必要な際の連携体制が不十分である

ことが明らかとなった。 

 また、連携事業によって診療拠点におけるてんか

ん診療指標に対する新型コロナウィルス感染症の

影響は限定的であった。地域連携のためのカンファ

レンスや市民啓発の講演会は規模を縮小したもの

の、インターネットの利用で一定の効果は得られた

ものと考えられる。 

Ｅ.結論 

栃木県におけるてんかん連携診療拠点の役割と

課題を明らかにした。また、全国のへき地診療の実

態調査により、一次診療側からは連携が未だ不十分

であることが明らかとなった。 
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てんかん診療の実態調査-自治医科大学卒業生に対
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2.学会発表 

1.大谷啓介他、地方におけるてんかん診療の実態調

査-自治医科大学卒業生に対するアンケート調査-. 

第７回全国てんかんセンター協議会総会. 2020年2
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Ｈ.知的財産権の出願・登録状況 

なし 




